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概要：インターネット空間の出現によって情報環境が激変した。特に「Web 2.0」は濁流ともいえる勢いで
既存のマスメディア、特に新聞に襲いかかっている。本研究では新聞を取り巻く情報環境の変化、日本、
米国の新聞の現状を概観した。そんな中で注目したのが SNS (Social Networking Service)である。多くの先行研
究で「インターネット上での人間関係を可視化するサービス」と定義され、地域コミュニティでも情報交
換、情報共有の有力なツールとして活用されている。一方、日本には道府県に県紙とよばれる地方紙が存
在し、地域メディアとして読者から受け入れられてきた。この地方紙が運営する地域 SNS が地域を越えて
連携する SNS に「Coop-SNS」の仮称を与えて、その基本設計と事業モデルの創出を試みた。
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1. はじめに
1.1 背景と目的
インターネット空間の出現によって情報環境が
激変した。特に「Web2.0」と名付けられた潮流が
既存のマスメディア、特に新聞を危機に直面させ
ている。本研究ではネット上で展開されるサービ
ス、新聞が置かれている情況、さらに新聞が手が
けるインターネット事業の現状を俯瞰し、新聞が
展開可能なインターネット上でのビジネスモデル
の構築を試みた。
日本の新聞を販売地域で分類すると全国紙、ブ
ロック紙、地方紙、地域紙の類型に分けることが
できるが、本研究では対象を「県紙」と呼ばれる
地方紙に絞り、地方紙と地域コミュニティを繋ぐ
「地域 SNS」に注目し、地方紙が単独で運営する
地域 SNS を全国的に繋げる「地方紙連携 SNS」に
「Coop-SNS」の仮称を与えて、その基本設計、事
業モデルにアプローチした。
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新聞の窮地は、ただ単にインターネット空間の
出現によってもたらされたわけではない。情報を
一方的に、しかもニュース源から提供された情報
を均一に発信し続けながら、顧みることがなかっ
た「傲慢さ」が招いた当然の帰結でもある。まず、
読者と同じ「場」に立ち、同じ「視線」を共有し、
読者との双方向のコミュニケーションを実現する
ために、現時点では「SNS」が最適のツールであ
ると考える。
1.2 研究の方法
文献、資料を中心に Web2.0 の特質と新聞が置か
れた現状を整理し、日本、米国の新聞のインター
ネットビジネスの事例について概観する。また、
地方紙と地域コミュニティの関わり、地域 SNS の
特性を考察し、新聞の紙面製作技術として取り入
れられた NewsML の活用方法を探り、Coop-SNS
の基本設計に取り入れることによって運営上の負
担の軽減を図る。
2. マスメディアを取り囲む現状
2.1 インターネット空間の出現と Web2.0
マサチューセッツ工科大学に 1985 年に開設さ
れた「メディアラボラトリー」の研究内容を紹介
した『The Media Lab.』1が米国で刊行されたのは
開設 2 年目の 1987 年だった。研究内容の一例とし
て紹介されているのが「あなただけのパーソナル
新聞」である。現在の新聞のニュースサイトでも
記事に関連した動画が表示されるが、メディアラ
ボでは、すでに 20 年以上前に新聞が表示されたデ
ィスプレイに触れると関連したテレビのニュース
が流れる仕組みがデモされていた。さらに個人の
スケジュール、関心事などに合わせてテレビニュ
ースを表示する先進的な研究にも取り組んでいた。
しかし、『The Media Lab. 』が刊行されてから、
おおよそ 10 年先に出現したインターネット空間、
さらに Web2.0 による情報空間の急激な変化まで
は予測されていなかった。何が起こったのか？
Web2.0 はコンピュータ書籍の出版、ICT 関連の
カンファレンスを開催する「オライリー・メディ
ア」の創立者であるティム・オライリーが 2004 年
10 月に提唱した概念である。その論文『What is
Web2.0』2を参考に、Web2.0 の典型的なビジネス
モデル、サービスとされる個々の概要に触れる。
・Google の検索サービス
Google の検索エンジンは創業者であるラリー・
ペイジとサーゲイ・ブリンの 2 人がスタンフォー
ド大学大学院に在籍中の 1998 年に開発した。自然
科学・社会科学分野の学術雑誌の評価指標を求め
る手法である「インパクトファクター」が参考に
された。つまり雑誌に掲載された論文の被引用回
数が多い学術雑誌ほどステータスが高いとされる
が、インターネット上でも「多くのページからリ
ンクされているページはステータスが高く、また
ステータスの高いページからリンクされているペ
ージもステータスが高い」という基本概念をもと
1 Stewart Brand『The Media Lab.』,Viking Penguin
Inc, 1987
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に「Page Rank(ページランク)」と名付けられたア
ルゴリズムが開発された。
1995 年以降、WWW（World Wide Web）、ウェ
ブブラウザの発明、パーソナル・コンピュータ（PC）
の普及、通信回線の整備などの条件が整い、急激
なウェブサイトの増殖が繰り返されていた。しか
し、次々と開発された検索エンジンの精度は低く、
必要な情報に辿り着くのが困難な状況に陥ってい
た。そんななかで Google の検索エンジンは検索精
度が高く、すでにポータルサイトとしての地位を
築いていた「Yahoo !」に採用されるなど注目を浴
びるようになった。
オライリーは「ウェブの基盤がハイパーリンク
である。ユーザーが追加したコンテンツやサイト
は、その他のユーザーに発見され、リンクを張ら
れることによって、ウェブに組み込まれる」と指
摘しているように、「集合知」を活用していること
である。集合知といえばインターネット上の百科
事典である「ウィキペディア」が代表格のように
取り上げられるが、Google はユーザーのリンクを
張るという行動を利用して検索精度を向上させ、
さらに利便性を高めることで完全に Web2.0 のプ
ラットホームになった。
検索エンジンを利用した Google のサービスに
「Google ニュース」がある。既存マスメディアの
ニュースサイトに掲載された見出しを自動巡回の
仕組みで収集し、政治、経済、社会、スポーツな
どのカテゴリー別に抽出、表示するサービスで、
Google はニュースそのもののコンテンツは保有せ
ずニュースサイトへのリンクを張るだけである。
このGoogleニュースは本研究とも関連のあるサー
ビスで、既存マスメディアのニュースサイトがポ
ータルサイトとしての座を奪われる原因にもなっ
た Google の代表的なサービスである。
Google のビジネスモデルは検索結果が表示され
る自社サイトの画面にテキスト広告を掲載する
「AdWords（アドワーズ）」と、個人サイトやブロ
グに広告を表示する「AdSense(アドセンス)」と呼
ばれる広告ビジネスで大半の収益をあげている。
2008 年度の売上額は 217 億 9,550 万ドル（約 1 兆
9616 億円、1 ドル=90 円換算）で、後述する日本
の新聞 97 社の 2008 年の総売上額の合計に匹敵す
る。
・Blog（ブログ）
オライリーの論文『What is…』では個人のウェ
ブサイトを Web1.0 としてブログと区別して定義
しているが、既存マスメディアと Web2.0 の特質を
比較する場合、このブログと対比させると最もそ
の相違点を鮮明に際立たせることができる。
情報発信という側面から見れば、メディア企業
→読者、視聴者といった片方向の情報流通だった
マスメディアに対して、ブログと次に触れる SNS
はいずれも「双方向」の情報交換の仕組みが組み
込まれており、その違いが最も鮮明であると結論
付けることができる。
こういった特性からネット上には個人ブログが
発信する情報が氾濫するようになり、米国の地方
紙記者からブロガーに転身したダン・ギルバート
の著作『ブログ－世界を変える個人メディア』3の
原題は「We the Media」であり、ブログに関する
他の著作でも、このような状況を「ブログ論壇」、
「総メディア社会」、「誰でもメディア」などのフ
レーズが用いられて語られている。
また、ブログは Google の検索エンジンとの関連
で検索結果の上位に表示される。この特性が多く
のユーザーに受け入れられる結果につながった。
ウェブサイトの記述言語である HTML（Hyper
Text Markup Language）を習得して製作する必要
があった個人サイトとは違い、ブログはあらかじ
め用意されたブログツールを用いることによって、
簡易にサイトの作成、更新が可能になった。同時
にHTMLのタグが正確に使用されるようにもなっ
た。Google の検索エンジンは特定のタグを参照し
て情報の内容を解釈しており、情報の内容を正確
に把握できるブログが結果的にはGoogleの検索結
果の上位に表示される特性につながった。
・SNS
3 ダン・ギルモア『ブログ － 世界を変える個人メディア』、朝
日新聞社、2005年
SNS の原型は 1997 年に始まった米国の
「SixDegrees.com」とされている。社会心理学者
のスタンレー・ミリグラムが 1960 年代に行った
「スモール・ワールド実験」などの結果から導か
れた「世界の中の任意の 2 人は知人の知人という 6
次（Six Degrees）の隔たり（5 人の仲介者）によ
って繋がっている」という主張を元に開設された
サイトである。ただSixDegrees.comは現在のSNS
とは相違する部分も多く、一般的な知見では 2002
年にスタートした「Frendster.com」が現在のサー
ビスにつながる SNS とされている。
一般に SNS は「人間関係をコンピュータネット
ワークによって可視化するという概念を顕在化し
たサービス」4とされている。その仕組みは、まず
ユーザー登録を行うことによって自らのページを
持つことができ、友達に日記（ブログ）を公開し
たり、SNS 内に開設されたコミュニティに参加し
て情報交換を行うことができる。
またSNSでは情報の公開範囲などを細かく設定
できるアクセス・コントロールの機能が用意され
ており、匿名性の高いブログや電子掲示板などと
比較して、誹謗中傷や個人情報の流出などインタ
ーネットを利用することによるリスクは小さい。
以上のような特性から米国の「MySpace.com」、
「Facebook.com」の代表的な SNS は、いずれも
世界で 1 億数千万人のユニークユーザーが存在す
る。日本でも 2004 年 4 月に開設された「mixi（ミ
クシィ）」が 1,792 万人、「GREE（グリー）」は 1,512
万人（いずれも 2009 年 9 月時点）と共に膨大な会
員数に達している。その他にも本研究で取り上げ
る地域 SNS、特定の分野に限定した SNS、企業内
SNS など多くの類型の SNS が存在している。
・2 ちゃんねる
日本の電子掲示板サイトである「2 ちゃんねる」
は Web2.0 のプラットホーム上ではないインター
ネット空間に位置している。開設時期はGoogle 検
索、Blog、SNS などよりも早く 1999 年半ばであ
る。掲示板に投稿される内容は低俗で、誹謗中傷
4 佐々木俊尚『次世代ウェブ－グーグルの次のモデル』、光文社
新書、2007年
や犯罪予告などが含まれることもあり、インター
ネット空間の負の部分として注目されることが多
い。その一方では匿名であることから高度な情報
交換や議論が繰り広げられている掲示板も存在し
ており、肯定派のユーザーも少なくなく、利用者
は 1,000 万人を超えるとされている。
2 チャンネルの電子掲示板は「板」と呼ばれる特
定のカテゴリーごとに分かれており、その「板」
ごとに多数の「スレッド」が存在する。スレッド
への投稿数が 1,000 に達すると自動的に書き込み
が不可能になり、そのスレッドの過去の書き込み
も参照できなくなる。「dat 落ち」という仕組みで、
当初はスレッドの膨大な書き込みをサーバーに蓄
積する運営コストを削減するための機能であった。
だが、これが常連のメンバーがスレッド内に居座
って、新規の参加者を阻害し、コミュニティを衰
退させるとことの防止策にもつながっている。
このような仕組みを持つ 2 チャンネルを濱野智
史は著書『アーキテクチャの生態系』5で「2 ちゃ
んねるの匿名掲示板というアーキテクチャが、日
本の集団主義／安心社会的な作法・習慣・風土に
マッチしていたからではないでしょうか」と指摘
している。
Web2.0 のインターネット空間は Google の検索
エンジンが築いた広大なプラットホーム上に多く
のサービスが提供されている。しかし、2 チャンネ
ルの例を見ると、濱野が日本の集団主義、安心社
会と比較した欧米の個人主義、信頼社会で生まれ、
受け入れられたネット上に出現したサービスのア
ーキテクチャが、そのまま日本で受容されるとは
限らない。すでに日本でも集団主義、安心社会的
な風土は消えつつあるが、ネット上でのサービス
を構築する上では留意すべきポイントである。
2.2 新聞に対する意識の変化
急速な情報社会の出現によって我々の行動様式
や意識がどのように変化したのか。日本では内閣
府が 5 年ごとに満 10 歳から 29 歳までの男女を対
象に『情報化社会と青少年に関する意識調査』を
5 濱野智史『アーキテクチャの生態系－情報環境はいかに設計さ
れてきたか』、NTT 出版、2008年、P.114
行っている。直近の調査である 2007 年の第 5 回調
査と1997年に実施された第3回調査の中で注目さ
れるのが、「同性の一番の親友及び親しい友人グル
ープについて」の設問である。2 回の調査とも同一
の質問、回答項目で行われた調査結果である。
同性の一番の親友との関係について、①何も言
わなくてもわかりあえる②お互いの性格の裏の裏
まで知り合っている③一番の親友であってもあま
り深刻な相談はしない④一番の親友であっても自
分のすべてをさらけ出すわけではない⑤同性で親
友といえる人はいない ―― の設問に対する答え
に第 3回、第 5回の調査では顕著な差はなかった。
しかし、親しい友人グループとの関係について
は、①友人グループの中で悩みごとを相談する（第
3 回=47.6%、第 5 回=35.9%）②友人グループの中
ではお互いに悪いとことは悪いと言いあえる（同
46.5%、31.9%）③友人グループの中でもみんなに
けっこう気をつかっている（22.5%、16.1%）と、
情報社会が青少年の集団に対する意識の変化をも
たらし、集団に対する依存度が低下していること
が読み取れる。
このような若者が新聞をどのようにとらえてい
るのか。財団法人「新聞通信調査会」が 2008 年
12 月に実施した『2008 年メディアに関する全国世
論調査』では、情報の入手方法、各メディアとの
接触時間、各メディアの社会的役割、信頼度など
について、聞き取り調査が行われた。
その結果を分析した同法人の機関誌6では、新聞
からの情報入手、新聞との接触時間、閲覧率、新
聞の社会的役割の重要さ、信頼度など新聞に対す
る回答が「加齢とともに高く…」という表現が繰
り返し使用されている。つまり、高齢者ほど新聞
との接触時間、閲覧率、信頼度が高い調査結果を
物語っており、現状のままでは若年層の「新聞離
れ」は解消されることなく、さらに加速度を増す
のは避けられない。分析では最後に「国民に受け
入れられる新しいビジネスモデルを研究し導入す
ることが急務である」と結ばれている。
6 新聞通信調査会『メディア展望』、2009年4月1日(第567号)、
5月 1日(第 568号)
3. 窮地に立つ新聞と
インターネットビジネス
3.1 日本の現状
日本の新聞の発行部数は後述する米国などと比
較すると急激な落ち込みは見せていない。【表】3-1
は日本新聞協会が発表する 1992 年からの発行部
数の統計である。合計には一般紙のほかにスポー
ツ紙も含まれている。
一般紙の部数をみると2001年の約4,756万部を
ピークに 2009 年には約 4,566 万部に減少した。減
少率は 4%と大きくはないが、この表では省略した
セット部数（朝、夕刊のセット販売）は 1992 年当
時と比較すると 25.4%減と明らかに読者の夕刊離
れ、新聞離れを示している。
2009 年
に限って見
ると発行部
数の合計が
前年度と比
較して初め
て 1年間で
100 万部以
上減少して
おり、1 所
帯当たりの
部数も 0.3
ポイント低
下し、0.95
まで落ち込
んでいる。
読者の夕刊離れに産経新聞が東京本社発行分の
夕刊を 2002 年 3 月末で廃止したが、2008 年には
毎日新聞北海道支社発行分、新潟日報、2009 年に
は沖縄タイムス、琉球新報、南日本新聞、北日本
新聞がいずれも夕刊の発行を休止している。
日本の新聞社では収入の 30～35%を占めるとさ
れる広告収入の減収が著しい。【表】3-2 は発行部
数と同期間の 1992～2009 年までの新聞、テレビ、
1996 年からのインターネット広告の広告費の推移
である。新聞は 1990 年の 1 兆 3,592 億円をピーク
に、2006 年に 1 兆円の大台を割り込むと、以後は
毎年、前年を下回り、リーマン・ショックに端を
発した経済不況に襲われた2008年には8,276億円
と1990年と比較すると39.1%減と大幅な落ち込み
となった。2009 年も前年度比 18.6%の大幅減の
6,739 億円で、1996 年には僅か 16 億円だったイン
ターネット広告が 7,069 億円に達し、新聞はつい
にテレビに次ぐ座を奪われた。
そんな中で朝日新聞が 2008 年の中間期の連結
決算で赤字に転落、通期でも 139 億円あまりの損
失となった。強固な経営基盤を持つと見られた日
本経済新聞も 2009 年中間期は赤字に陥っている。
発行部数の低迷、広告収入の大幅な減収だけで
なく、日本の新聞各社は 2000 年前後から印刷拠点
の建設と紙面のビジュアル化、カラー広告に対応
するため、タワー型輪転機の増設、CTP7設備の新
設など多額の設備投資を行っている。日本新聞協
会の集計では2000年当時は402台だったタワー型
輪転機が 2006 年には 2.5 倍の 1,041 台、印刷拠点
も 84 拠点から 193 拠点と倍増している。
これらの過剰ともいえる設備投資が経営を圧迫
し、全国紙、ブロック紙、地方紙の業態を問わず、
各社間で印刷委託、販売委託など多くの提携が進
んでおり、日本の新聞は業界再編成の入口に足を
踏み入れているのは間違いない。
7 Computer To Plate(コンピュータからのダイレクト刷版)
■日本の新聞の発行部数
（日本新聞協会）【表】 3-1
1992 51,938,092 45,748,937 1.22
1993 52,433,451 46,072,744 1.22
1994 52,600,502 46,224,993 1.20
1995 52,854,538 46,511,872 1.19
1996 53,555,803 46,975,839 1.19
1997 53,765,074 47,262,982 1.18
1998 53,669,866 47,289,617 1.16
1999 53,757,281 47,464,599 1.15
2000 53,708,831 47,401,669 1.13
2001 53,680,753 47,559,052 1.12
2002 53,198,444 47,390,027 1.09
2003 52,874,959 47,282,645 1.07
2004 53,021,564 47,469,987 1.06
2005 52,568,032 47,189,832 1.04
2006 52,310,478 47,056,527 1.02
2007 52,028,671 46,963,136 1.01
2008 51,491,409 46,563,681 0.98
2009 50,352,831 45,659,885 0.95
年 合計 一般紙
１所帯
当たり部数
■日本の新聞、テレビ、インターネットの広告費
（電通）【表】 3-2
年
広告費 前年比 広告費 前年比 広告費 前年比
1992 12,172 90.5 16,526 98.4 - -
1993 11,087 91.1 15,891 96.2 - -
1994 11,211 101.1 16,435 103.4 - -
1995 11,657 104 17,553 106.8 - -
1996 12,379 106.2 19,162 109.2 16 -
1997 12,636 102.1 20,079 104.8 60 375
1998 11,787 93.3 19,505 97.1 114 190
1999 11,535 97.9 19,121 98 241 211.4
2000 12,474 108.1 20,793 108.7 590 244.8
2001 12,027 96.4 20,681 99.5 735 124.6
2002 10,707 89 19,351 93.6 845 115
2003 10,500 98.1 19,480 100.7 1,183 140
2004 10,559 100.6 20,436 104.9 1,814 153.3
2005 10,377 98.3 20,411 99.9 3,777 148
2006 9,986 96.2 20,161 98.8 4,826 127
2007 9,462 94.8 19,981 99.1 6,003 124.4
2008 8,276 87.5 19,092 95.8 6,983 116.3
2009 6,739 81.4 17,139 89.8 7,069 101.2
新聞 テレビ インターネット
3.2 海外の現状
海外の中でも米国の新聞は最悪ともいえる状況
に追い込まれている。世界新聞協会(WAN)8が発行
する『World Press Trends 2009』では世界 233 の
国と地位をカバーし、新聞の発行紙数、発行部数
などの統計資料を提供している。この 233 の国と
地域の中で最も窮地に立たされているのが米国の
新聞業界である。【表】3-3 は年度別の発行紙数、
発行部数と広告収入である。発行紙数、発行部数
の平日版は、それぞれ朝、夕刊の合計である。続
く【表】3-4 は 2003 年以降のオンライン広告を含
めた広告収入である。（単位は前表と同じ）
8 World Association of Newspapers
米国の発行部数は 2008 年に平日版、日曜版とも
5000 万部を割り込んでいるが、平日版は第 2 次世
界大戦が終結した1945年以来の5000万部割れで、
日曜版は 1971 年以来である。
米国の新聞の場合、販売収入と広告収入の比率
は販売収入が 30～35%、広告収入が 70～65%とさ
れており、部数減以上に深刻なのが広告収入の大
幅な減少である。「第 3 の収入源」と位置づけられ
るインターネット広告にしても広告部門の減収を
補うまでには、あまりにも小額である。
米新聞界に衝撃が走ったのは 2008 年 12 月だっ
た。ロサンゼルス・タイムズ、シカゴ・トリビュ
ーンなどの有力紙を傘下に持ち、発行部数では全
米 3 位の 800 万部を誇るメディア・シンジケート
のトリビューン社が連邦破産法11条の適用を申請
した。負債総額は 130 億ドル（約 1 兆 1170 億円）
とされる。
トリビューン社破産の翌年、2009 年には廃刊す
る新聞が続出した。2008 年時点では平日版、日曜
版を合わせて 2,310 紙が発行されていたが、2009
年11月時点ではオンライン版だけに移行した新聞
を含めて 131 紙が廃刊されている。
新聞の窮状に、米上院の商務・科学・運輸の合
同委員会が2009年5月に「ジャーナリズムの未来」
と題した公聴会を開催した。民主党の元大統領候
補でもあったジョン・ケリー委員長が公聴会の冒
頭に「長い間、米国国民にとってジャーナリズム
とは新聞そのものであった。しかし、今日の新聞
界は絶滅に瀕する種族といっても過言ではない」
と述べている。公聴会では出席した上院議員から
教育機関、教会などと同様の税免除、地方新聞社
への寄付の税法上の優遇処置などの「新聞再生法」
の趣旨が説明されるなど、米新聞界の窮地を如実
に物語っていた。
米国では議論が始まったばかりの政府による新
聞の支援策だが、フランスではすでに政府による
新聞社、通信社に対する支援策が講じられている。
10 万人を雇用する新聞・雑誌業界に対して毎年 10
億ユーロ（1,300 億円、1 ユーロ=130 円換算）の
補助金が支給されているが、2009 年 1 月には新聞
■米国の新聞の発行部数と広告収入
（米新聞協会、部数は単位:千部、広告収入は
単位：100万ドル） 【表】 3-3
発行
紙数 平日版 日曜版 収入 前年比
1970 2,334 62,108 49,217 5,704 -0.2%
1975 2,395 60,655 51,096 8,234 5.0%
1980 2,481 62,202 54,676 14,794 6.7%
1985 2,474 62,766 58,826 25,170 7.0%
1990 2,474 62,328 62,635 32,280 -0.3%
1991 2,461 60,687 62,068 30,349 -6.0%
1992 2,461 60,164 62,160 30,639 1.0%
1993 2,440 59,812 62,566 31,869 4.0%
1994 2,434 59,305 62,295 34,109 7.0%
1995 2,421 58,193 61,229 36,092 5.8%
1996 2,410 56,983 60,798 38,075 5.5%
1997 2,412 56,728 60,486 41,330 8.5%
1998 2,387 56,182 60,066 43,925 6.3%
1999 2,388 55,979 59,894 46,289 5.4%
2000 2,397 55,773 59,421 48,670 5.1%
2001 2,381 55,578 59,090 44,305 -9.0%
2002 2,370 55,186 58,780 44,102 -0.5%
2003 2,373 55,185 58,495 44,939 1.9%
2004 2,372 54,626 57,754 46,703 3.9%
2005 2,366 53,345 55,270 47,408 1.5%
2006 2,344 52,329 53,179 46,611 -1.7%
2007 2,329 50,742 51,246 42,209 -9.4%
2008 2,310 47,597 49,115 34,740 -17.7%
年
発行部数 広告収入
■米国の新聞の2003年以降のオンライン広告を
含めた広告費 【表】 3-4
収入 前年比 収入 前年比
2003 1,216 46,156
2004 1,541 26.7% 48,244 4.5%
2005 2,027 31.5% 49,435 2.5%
2006 2,664 31.5% 49,275 -0.3%
2007 3,166 18.8% 45,375 -7.9%
2008 3,109 -1.8% 37,848 -16.6%
年
オンライン プリント＋オンライン
再生を目的として毎年2億ユーロ(260億円)を3年
間、計 6 億ユーロ（780 億円）を追加することを
決めている。さらに短期的な支援として、新聞・
雑誌の郵便料金値上げの凍結、活字、デジタル媒
体向けの政府広報予算の倍増、18 歳で成人になっ
た若者に対して希望する新聞の 1 年間無料配布な
ど手厚い支援策を施している。
EU 諸国では、英国も経済紙のフィナンシャル・
タイムズを除いて、大部分の新聞が 2000 年の発行
部数を維持することができず、高級紙のタイムズ
が 10%減、インディペンデントが 16.2%減、ガー
ディアンが 4.8%減と軒並み部数を減少させており、
中級紙、大衆紙も同様に不振に陥っている。EU 諸
国では英国のほか、ドイツ、ベルギー、フィンラ
ンド、ハンガリー、ポーランドの計 6 カ国で発行
部数が減少している。
3.3 新聞のインターネットビジネス
新聞社のウェブサイトは当然のようにニュー
ス・コンテンツを中心に編成されている。開設か
ら数年間、つまり 1995 年から 2000 年の「ネット
バブル」の時期、新聞は有力なコンテンツホルダ
ーとして注目され、サイトのページビューを増加
させることによってインターネット広告が、新聞
の販売、広告収入に次ぐ「第 3 の収入」になると
考えられていた。
しかし、Google の検索エンジンの登場によって、
ニュースサイトを起点にブックマークしたサイト
を巡る、いわゆる「ネットサーフィン」と呼ばれ
た Web1.0 当時の利用者の行動様式が変化した。
Web2.0 では、利用者のポータルサイトが新聞など
既存のマスメディアのニュースサイトから、
Google などの検索サイトに移り、ネット広告も検
索サイトへシフトされるようになったのである。
また、「ホームページがあるから本紙が売れない」
という批判にホームページの記事量を減らし、コ
ンテンツを縮小する新聞サイトもあるなど、多く
の新聞社内部では、カニバリズム（共食い）とイ
ンターネットビジネスの誘惑が交錯するだけで、
インターネットビジネスの本質へのアプローチが
なされないままに時間だけが経過した。
3.4 収益モデルの模索
日本では愛媛新聞9が 2005 年 9 月からホームペ
ージを、定期購読者である会員向けと非会員向け
に二層化した仕組みを採用している。非会員向け
のページは自社記事の掲載を制限し、会員には制
限を取り払ったページを用意して、閲覧を可能に
している。会員登録した定期購読者は無期限に制
限のないページを閲覧できるが、未購読者につい
ては登録後 3 カ月間の期限を設定し、それ以後は
閲覧が不可能になる。制限のないページの閲覧が
可能な 3 カ月間に定期購読を勧誘するという営業
戦略である。
東奥日報10も 2008 年 1 月から定期購読者を対象
にした会員制を採用した。同社の場合は簡易版と
完全版に二層化し、非会員は主に自社取材のロー
カルニュースに関しては記事の最初の段落しか読
むことができない。会員は記事の全文が読め、他
にも共同通信のエンターテイメント系の記事など
が閲覧できる。地方紙の 2 例はニュースサイトの
閲覧に直接的に課金するのではなく、定期購読者
を優遇する間接的な有料化である。
2010年2月になって日本経済新聞が同年3月23
日から「電子版」を創刊すると発表した。同紙の
記事全文をはじめ、24 時間体制で更新される国内
外のニュース、グループ各社の専門情報、データ
などが PC、携帯端末、携帯電話向けに提供される。
利用料金は日経本紙の定期購読者は購読料に月額
1,000 円を加算した金額、電子版のみは月額 4,000
円である。電子版のみの料金を朝、夕刊セット版
の購読料金 4,383 円と比較すると 1 割弱安い料金
設定で、あきらかに「紙」への影響を考慮した料
金設定である。
米国では経済紙であるウォール・ストリート・
ジャーナルが 1996 年の「WSJ.com」開設以来、
課金制を維持、有料会員が 100 万人を超え、数少
ない成功事例とされてきた。ただ、一貫して課金
制を守るウォール・ストリート・ジャーナルにし
9 土居英雄『閲覧をクローズドにする理由』、新聞研究、2007年
１月号、P.40-42
10 平井正樹『購読者全員に無料で提供』、新聞研究、2009年 4
月号、P19-21
ても紆余曲折はあった。同紙を傘下にするダウ・
ジョーンズ社が、ルパード・マードック率いるニ
ューズ・コーポレーションに買収され、2008 年当
時にはマードックが無料化を強く主張していた。
そのマードック本人が2009年に入ると一転して、
傘下の英国のタイムズをはじめとしたすべての新
聞を 2010 年夏までに有料化すると明言。2010 年
に入って、ニューズ・コーポレーション傘下で、
マサチューセッツ州で発行されているスタンダー
ド・タイムズ（発行部数 31,000 部=平日版）のニ
ュースサイト「SouthCoastToday.com」が 1 月 12
日から有料化された。
また、1 月 20 日には、ニューヨーク・タイムズ
が、ニュースサイト「NYTimes.com」を 2011 年
の早い時期から有料化すると発表した。課金の詳
細は数カ月後に明らかにされることになっている
が、公表されたプレスリリースでは「metered
model（メーター課金）」を採用するとされている。
メーター課金とは英国の経済紙のフィナンシャ
ル・タイムズの「FT.com」が採用している課金制
で、1 カ月に無料で閲覧できる記事本数を制限して
いる。多くの記事を閲覧するには会員登録が必要
で、未登録ユーザーは月 3 本、登録した無料会員
は月 10 本、それ以上は年間 182 ドルの標準コース
と、コラムや携帯ニュースも閲覧可能な 299 ドル
のプレミアムコースが用意されている。
日米英とも経済紙がニュースサイトの有料化に
先鞭をつけ、一般紙が続く構図である。一方、2009
年には Amazon の「Kindle」など電子ブックリー
ダーで新聞を閲覧するビジネスモデルがスタート
したが、同年 10 月に南カリフォルニア大学で講演
したロサンゼルス・タイムズの編集幹部によると
Kindle の購読者は 2,700 人に止まっている。月額
購読料 19.90 ドル、公表されているAmazon70%、
新聞30%の配分で計算するとKindleによるロサン
ゼルス・タイムズの年間収益は約 194,000 ドル(約
17,490,000円)と記者2人分の年俸が賄えるかどう
かの金額である。
経済紙に続く新聞のニュースサイトの有料化が
読者、利用者に受け入れられるかどうか。マード
ックは「もし、我々が成功すれば世界中の新聞が
追随するだろう」と語っているが、逆に失敗に終
わると新聞のインターネットビジネスが終焉を迎
えるリスクもはらんでいる。
下の【表】3-5 は日本の新聞各社の電子メディア
参入状況である。
■日本の新聞各社の電子メディア参入状況
（日本新聞協会,2009年1月現在）【表】3- 5
ウ
エ
ブ
メ
｜
ル
ウ
エ
ブ
上
の
動
画
紙
面
イ
メ
｜
ジ
携
帯
向
け
情
報
R
S
S
配
信
ブ
ロ
グ
S
N
S
読売新聞 ○ ○ ○ ○ ○ ○
毎日新聞 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
朝日新聞 ○ ○ ○ ○ ○ ○
産経新聞 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
日本経済新聞 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
北海道新聞 ○ ○ ○ ○ ○ ○
東奥日報 ○ ○ ○ ○ ○ ○
デーリー東北 ○ ○
岩手日報 ○ ○ ○
河北新報 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
秋田魁新報 ○ ○ ○ ○ ○ ○
山形新聞 ○ ○ ○ ○ ○
福島民報 ○ ○ ○ ○
福島民友 ○ ○
茨城新聞 ○ ○ ○
下野新聞 ○ ○ ○ ○ ○ ○
上毛新聞 ○ ○ ○ ○ ○
埼玉新聞 ○ ○ ○
神奈川新聞 ○ ○ ○ ○ ○ ○
千葉日報 ○ ○
山梨日日新聞 ○ ○ ○ ○ ○ ○
静岡新聞 ○ ○ ○ ○ ○ ○
信濃毎日新聞 ○ ○ ○ ○
岐阜新聞 ○ ○ ○
中日新聞 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
伊勢新聞 ○ ○ ○ ○
新潟日報 ○ ○ ○ ○
北日本新聞 ○ ○ ○ ○
北國新聞 ○ ○ ○ ○
福井新聞 ○ ○ ○ ○ ○
京都新聞 ○ ○ ○ ○
神戸新聞 ○ ○ ○ ○ ○ ○
奈良新聞 ○ ○ ○ ○ ○
山陽新聞 ○ ○ ○ ○ ○
中国新聞 ○ ○ ○ ○ ○
日本海新聞 ○ ○ ○ ○
山陰中央新聞 ○ ○ ○ ○ ○
徳島新聞 ○ ○ ○
四国新聞 ○ ○ ○ ○ ○ ○
愛媛新聞 ○ ○ ○ ○
高知新聞 ○ ○ ○
西日本新聞 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
佐賀新聞 ○ ○ ○ ○ ○ ○
長崎新聞 ○ ○ ○ ○ ○
熊本日日新聞 ○ ○ ○ ○
大分合同新聞 ○ ○ ○ ○ ○ ○
宮崎日日新聞 ○ ○ ○ ○
南日本新聞 ○ ○ ○ ○ ○ ○
沖縄タイムス ○ ○ ○ ○ ○ ○
4. 地方紙と地域コミュニティ、
そして地域SNS
4.1 紙面と地域コミュニティ
地域を取材対象とする地方紙と、地域との関わ
りは切り離しては考えられない。しかし、地方紙
と地域の関係、なかでも地域を「コミュニティ」
としてとらえ、その関わりが注視されるようにな
ったのは 1990 年代前半の米国だった。20 世紀後
半の「コミュニタリアニズム」（共同体主義）との
関連を指摘する見方もある。
米国ではこの時期、発行部数の減少がはじまり、
危機感を抱いた編集者たちによる従来の報道姿勢
に対する再検証が行われるようになった。カンザ
ス州の州知事選で、地元紙の「ウィチタ・イーグ
ル」が、従来の候補者の選挙キャンペーン、選挙
戦略の分析、当落予測などに重点を置いていた報
道姿勢を捨て、読者でもある有権者に候補者に対
する質問を作成してもらうなど、コミュニティの
成員たちと共に選挙そのものに深く関わる報道を
実践した。これを契機に、研究者が加わり、その
手法が研究され、さらに理論が構築されて“運動”
と呼ぶまでの広がりを見せたのが「シビック・ジ
ャーナリズム」である。
シビック・ジャーナリズムに関しては河北新報
の記者である寺島英弥が米国留学時の研究テーマ
をまとめ刊行した著書11が詳しい。著者は「新聞が
読者とのあいだの距離を縮め、交わり、たがいに
かかわりあい、ともにつくる「場」となる――。シ
ビック・ジャーナリズムは一言にすれば、既存の
マスメディアと読者との関係に変革を加えるアイ
デアであり、1990 年代はじめ以来、全米の新聞の
五分の一以上が実践しているという運動だ」12とし
ている。
日本でもシビック・ジャーナリズムが注目され
るようになり、2003 年 9 月には全国の地方紙 12
社の主催で「地域のために新聞は何ができるか ――
日米の経験と情報を共有して」をテーマに「日米
11 寺島英弥『シビック・ジャーナリズムの挑戦－コミュニティ
とつながる米国の地方紙』、日本評論社、2005年
12 同上、P.1
メディアシンポジウム」が開かれた。また、その
手法が取り入れられた紙面企画も登場した。2004
年 6 月号の『新聞研究』で『変わるコミュニティ
と報道の視点』の特集が組まれ、地方紙がそれぞ
れの事例を紹介している。その中から 2 例を取り
上げる。
・秋田魁新報のケース
秋田魁新報が 2002 年から翌年にかけて掲載し
た連載ルポ『わたしの楽園 ――阿仁町からの発信』
13である。阿仁町14は秋田県北部に位置し、かつて
は鉱山の町として栄えた。しかし、1970 年に閉山
になり、人口流出が進み、取材対象の阿仁町根子
は当時 75 所帯、人口 228 人の過疎化、高齢化が著
しい集落だった。秋田魁新報の記者が集落内の空
き家を借り、連載期間の 1 年 3 カ月のうち、通算 3
カ月間にわたって移り住んだ。
記者は半定住しながら自治会の会合、400 年以上
続く郷土芸能の練習や練習後の酒席などに付き合
い、村の暮らしをレポートした。シビック・ジャ
ーナリズムの取材、報道手法を取り入れたケース
であり、担当した記者は「人口減に負の価値を見
るだけでなく、報道する側も視点を転換していく
時期に来ているのではないか」と結んでいる。
・東奥日報のケース
取材記者が地域に出向き、地域の課題や将来へ
の希望について話し合う青森の東奥日報の『東奥
ろばた談義出前編集局』15は「県紙であり、県内各
地域を網羅する情報網がある。しかし、深く掘り
下げながら地域の声に耳を傾けてきただろうか」
の反省からスタートした企画だった。
報告の冒頭には、県内の汽水湖でシジミ、ワカ
サギ、シラウオ漁などを営む 10 人の出席者との座
談会の様子が記されている。漁協の組合長の「後
継者には全く困っていない。長男が中央の景気が
悪くなって戻ってきても、父親にシジミ漁の漁業
13 山影寿士『過疎の集落に“半定住”－支局飛び出し山村の懐
深く入り込む』、新聞研究、日本新聞協会、2004年 10月号、
P.14-17
14 2005年 3月に近隣の高巣町、合川町、森吉町と合併して北秋
田市となった。
15 米田洋次『“地域の誇り”掘り起こせ－県内津々浦々で「ろば
た談義」開催』、新聞研究、2004年 10月号、日本新聞協会、P.46-49
権があれば一緒にすぐできるし、1 年もたたないう
ちに一人前になる。お嫁さんは間違いなくやって
くる」という発言に、編集局側の出席者から驚き
の声が上がったというのである。
第 1 次産業の現場は総じて後継者難という先入
観、つまりシビック・ジャーナリズムでいう「既
成のフレーム」に影響されがちで、組合長の発言
がそのフレームから大きくはみ出していたことへ
の驚きであった。その後、取り上げられたテーマ
は農林水産業の生産素材、加工品のほか、地域お
こし、伝統芸能の保存活動など幅広い。
この東奥日報の特徴は座談会の途中に自社のウ
ェブサイトで速報を流してアピールしていること
である。地域コミュニティとの関わりを特集した
『新聞研究』には他にも地方紙、地域紙の紙面企
画が紹介されているが、まだブログ、SNS が出現
し始めた時期で自社のサイトと連動した報告は東
奥日報のこの 1 例だけだった。
しかし、Web2.0でSNSが登場し、地方紙がSNS
を取り込み、さらに全国の地方紙の SNS が地域を
越えて連携することが可能になれば、地域が抱え
る課題や問題の解決といった情報の交換、共有が
容易に行えるようになるのではないか。本研究の
「発想」の起点である。
4.2 県内占有率と取材拠点
まず、地方紙、ブロック紙が地域コミュニティ
と、どのように結びついているのか、都道府県別
に地方紙の占有率を見る。【表】4-1 では、47 都道
府県のうち 35 道府県で地方紙、ブロック紙が占有
率トップの座を確保している。全国紙が 1 位の都
府県は東京、茨城、埼玉、千葉、神奈川、大阪、
滋賀、和歌山、奈良、山口の計 10 都府県で、岐阜、
三重の 2 県はブロック紙の中日新聞が 1 位になっ
ている。埼玉、千葉、神奈川は首都圏近郊である
こと、和歌山、滋賀、山口にはいずれも県紙と呼
ばれる地方紙が存在しないことを考慮すると地方
紙の健闘ぶりがうかがえる。さらに、50%以上の普
及率を占める地方紙、ブロック紙が 18 紙も存在す
るなど地方紙の地元での「強さ」が認識できる。
高度経済成長期の高速道路網の整備で、全国紙
の東京、名古屋、大阪、北九州、福岡といった本
社所在地の印刷拠点から地方への輸送時間が大幅
に短縮され、全国紙にとっては有利な条件が整っ
た。さらに紙面伝送技術の進歩によって「サテラ
イト工場」と呼ばれる地方に建設された印刷拠点
での印刷、発送が可能となり、それまで地方紙の
大きな武器であった締め切り時間、降版時間も全
国紙との差が大きく縮まった。
これら全国紙にとっては有利な条件が整ったに
も関わらず、相変わらず地方紙が多くの地域で受
■都道府県別占有率1位の新聞 【表】4-1
都道
府県名
新聞名 販売部数
占有率
（％）
北海道 北海道 1,175,999 44.59
青森 東奥日報 252,463 44.46
岩手 岩手日報 222,933 44.5
宮城 河北新報 470,816 52.35
秋田 秋田魁新報 253,486 60.65
山形 山形 209,810 52.95
福島 福島民報 300,981 40.36
茨城 読売 444,166 40.12
栃木 下野 320,111 42.81
群馬 上毛 311,634 41.01
埼玉 読売 1,077,880 37.55
千葉 読売 879,772 34.63
東京 読売 1,418,818 22.73
神奈川 読売 1,077,473 27.72
新潟 新潟日報 490,210 58.12
富山 北日本 249,477 64.69
石川 北國・富山 306,632 69.62
福井 福井 209,624 77.51
山梨 山梨日日 208,039 62.43
長野 信濃毎日 486,513 60.09
岐阜 中日 409,296 55.41
静岡 静岡 710,301 49.72
愛知 中日 1,748,338 61.07
三重 中日 339,262 47.19
滋賀 読売 141,421 28.09
京都 京都 432,994 39.12
大阪 読売 921,987 23.86
兵庫 神戸 562,466 24.23
奈良 朝日 151,379 27.5
和歌山 読売 123,145 28.91
鳥取 日本海 164,914 73.26
島根 山陰中央新報 171,777 62.5
岡山 山陽 452,310 58.41
広島 中国 633,191 52.01
山口 読売 186,877 29.19
徳島 徳島 250,190 78.7
香川 四国 208,758 51.17
愛媛 愛媛 310,857 49.61
高知 高知 214,788 61.78
福岡 西日本 647,255 30.14
佐賀 佐賀 141,523 46.01
長崎 長崎 184,197 30.32
熊本 熊本日日 347,511 47.96
大分 大分合同 228,401 45.27
宮崎 宮崎日日 217,793 43.84
鹿児島 南日本 367,674 47.01
沖縄 琉球新報 205,022 37.25
け入れられ、高い占有率を維持している。経済、
情報、さらに文化までも東京一極に集中するなか
で、地方紙が高い占有率を維持しているのは、そ
れだけ地域メディアとして
受け入れられている証左で
もある。
地方紙、ブロック紙の取
材拠点数は【表】4-2 の通
りである。新聞社によって
支社、総局、支局の業務内
容が異なり、すべての拠点
で取材活動が行われている
かどうかは不明である。ま
た支局に属する通信部、駐
在員がどのようにカウント
されているかに差異があり、
正確な取材拠点の総数は把
握できない。しかし、朝日、
読売、毎日の全国紙の国内
取材拠点が各社とも 300～
350 拠点であるのに対して
地方紙、ブロック紙の拠点
数は、ほぼ重複することな
く、おおよそ3倍強の1,100
拠点に達している。
日本新聞協会が 2009 年
4 月にまとめた 91 社の新
聞・通信社の従業員数によ
ると、編集部門の従業員数
は 2 万 3,850 人で、うち記
者数は 2万 1,100 人あまり
とされている。全国紙、ブ
ロック紙、地方紙別の記者数の統計はなく、また、
この数字には取材記者だけではなく、社内の整理
記者も含まれており、地方紙、ブロック紙の取材
記者を約 4 分の 1 と推測すると地方紙、ブロック
紙の記者数は 5,000 人前後になる。つまり、地方
紙、ブロック紙は国内の 1,100 あまりの取材拠点
で、5,000 人の記者の大部分が地域に関わる取材活
動を行っていると考えられる。
4.3 地域 SNS の登場と可能性
国内で「地域」と「情報化」の 2 つ言葉が結び
つけられるようになったのは 1980 年代だった。し
かし、この地域情報化は地方自治体の様々な事務
や住民サービスにコンピュータを導入して業務効
率化をはかる、いわば自治体の組織内部での情報
化だった。しかし 2000 年前半にはインターネット
が地域活性化のツールとして使われ始め、さらに
Web 2.0 に移って多くの新たなサービスが登場し
て、地域情報化の様相も変化した。その一つとし
て登場したのが 2005 年前後から自治体、NPO 法
人などで採用された地域 SNS だった。
地域 SNS の先がけとなったのは熊本・八代市が
運営する「ごろっとやっちろ」だった。八代市は
人口約 13 万人、所帯数約 5 万戸の熊本県では県庁
所在地の熊本市に次ぐ第 2 の都市である。「ごろっ
とやっちろ」は 2004 年前半に登場した「mixi」
「GREE」などの SNS の持つ「人間関係を可視化
するサービス形態」に着目し、2004 年 12 月に従
来のグループウエア型サイトから地域SNSとして
リニューアルされ、注目を集めた。
翌年の 2005 年 12 月には総務省の『地域 SNS
等を活用した地域社会への住民参加に関する実証
実験』が新潟・長岡市と東京・千代田区で実施さ
れた。2006 年からは財団法人・地方自治情報セン
ター（LASDEC）が『e-コミュニティ形成支援事
業』をスタートさせ、2008 年度までに 21 の地方
自治体で地域 SNS の実証実験を行った。これらが
契機となり、2009 年 6 月現在で 400 の地域 SNS
が開設されるまでになった。急増の背景として、(1)
「mixi」、「GREE」が 1,500 万人の会員を持つ巨
大な SNS サイトになり、SNS が広く認知された
(2)総務省、LASDEC の実証実験がマスメディアに
取り上げられ「地域 SNS」という言葉が露出され
る機会が多くなった (3)オープンソース・ソフトウ
ェアとして開発された SNS エンジンである
「OpenPNE（オープンピーネ）」が 2005 年にリリ
ースされた ――などの理由が考えられる。
■地方紙・ブロック紙の
取材拠点数【表】4-2
新聞社
取材
拠点数
北海道新聞 49
東奥日報 15
河北新報 42
デーリー東北 15
秋田魁新報 15
山形新聞 18
岩手日報 21
福島民報 27
福島民友新聞 27
下野新聞 20
茨城新聞 19
上毛新聞 17
千葉日報 16
神奈川新聞 21
埼玉新聞 16
山梨日日新聞 12
信濃毎日新聞 26
新潟日報 21
中日新聞 153
中部経済新聞 18
伊勢新聞 13
静岡新聞 29
岐阜新聞 19
北日本新聞 29
北國新聞 36
福井新聞 13
京都新聞 26
神戸新聞 35
奈良新聞 13
山陽新聞 29
中国新聞 37
日本海新聞 9
山陰中央新報 18
四国新聞 6
愛媛新聞 15
徳島新聞 16
高知新聞 15
西日本新聞 68
大分合同新聞 19
宮崎日日新聞 16
長崎新聞 19
佐賀新聞 10
熊本日日新聞 25
南日本新聞 24
沖縄タイムス 7
琉球新報 7
合計 1121
4.4 地方紙が運営する地域 SNS
日本の新聞でSNSの先鞭をつけたのは佐賀新聞
である。2006 年 11 月に既存のニュースサイトに
SNS の生活情報サイトとコミュニティサイトを加
えた「ひびの」を開設した。「従来のサイトはニュ
ースや情報を不特定多数に送るだけで、情報の流
れは一方通行、紙タイプと同じ。これを情報が循
環し「集合知」創出の期待もできる SNS を組み込
んだものにしよう」16という狙いだった。
2006年 7月にサイトをブログスタイルに変更し、
10 月に SNS サイトの「ひびの」を仮オープン、正
式に開設された11月からは会員制も同時にスター
トさせた。会員登録は無料で、佐賀新聞購読者で
ある必要はなく、県外居住者でも登録できる。一
般紙では最初に開設された SNS である。会員数は
約 1 万人(2009 年 12 月時点)に達している。
約 5 カ月遅れて、2007 年 4 月には河北新報が地
域 SNS「ふらっと」を導入した。さらに同年 8 月
には新潟日報が「アメカゴ.net」をオープンした。
また、新聞サイトではブログを始めて取り入れた
神奈川新聞も SNS「カナココ」を開設している。
地方紙が運営する地域SNSを概観するために佐
賀新聞の「ひびの」を例に取り上げる。トップペ
ージには速報ニュースが掲載され、以下、サイト
のマスコット・キャラクターのブログ、会員のブ
ログの更新情報、コミュニティ最新書き込みの情
報が表示される。
コミュニティは、地域で子育てを考える「のび
のび家庭教育応援団」、地元ラジオ局の「NBC ラ
ジオ佐賀」などのオフィシャルコミュニティの他
に会員が作ったコミュニティが 481 コミュニティ
（2009 年 12 月 15 日時点）あり、カテゴリー別で
は【表】4-3 のようになる。「グルメ・お酒」が最
も多い 41 コミュニティで、「趣味」、「サークル・
団体」の 39 コミュニティ、「育児」の 36 コミュニ
ティと続いている。
次にコミュニティの参加会員数を見ると、最も
参加会員が多いのは「育児」のカテゴリーで、36
16 福田伸裕『SNSサイト「ひびの」発信』、新聞研究 2007年 1
月号、日本新聞協会、P.43-46
すべてのコミュニティでは 1,587 人に達する。同
紙のデジタル戦略チームの牛島清豪は「ひびのと
佐賀県が推進している子育て支援事業とが連携し
ていることが、多くの参加につながっている」と
説明する。
参加会員数で「育児」に次いで多いカテゴリー
は「グルメ・お酒」で、コミュニティ全体で 971
人、「佐賀の美味しか店」がコミュニティ全体で 2
位、244 人が参加している。参加会員数の 3 位は
「その他」、4 位は「催し・イベント」だが、この
中にはすでに終了したイベントに関連したコミュ
ニティも含まれていることから、3 位の「その他」
と共に除外すると、「スポーツ・アウトドア」、「サ
ークル・団体」のカテゴリーが続いている。地域
のサークル・団体が情報交換の場として「ひびの」
を利用している実態が伺える。
また「サークル、団体」には SNS を導入してい
る河北新報、隣県の長崎新聞、さらに産経新聞、
スポーツ紙の日刊スポーツが、いずれも「支局」
のコミュニティを開いていくことに注目したい。
■「ひびの」のコミュニティ一覧 【表】4-3
グルメ・お酒 41 971
ファッション 2 47
ショッピング 3 162
住まい 11 134
育児 36 1587
美容・健康・福祉 19 351
車・バイク 4 34
ペット 6 78
旅行・レジャー 9 226
スポーツ・アウトドア 31 526
音楽 20 134
映画・DVD・アニメ 5 53
本・書籍・コミック 6 77
テレビ・ラジオ 3 122
インターネット 8 64
芸術・文化 17 258
芸能 4 20
趣味 39 477
催し・イベント 30 542
学問・研究 14 253
資格・キャリア・就職 5 64
習い事 2 43
ビジネス・経済 3 37
政治・社会 3 67
企業・団体 16 369
学校 21 213
サークル・団体 39 487
○○つながり 33 453
その他 その他 51 692
集まる
ジャンル コミュニティ
コミュニティ
数
参加
会員数
暮らす
楽しむ
知る・学ぶ
4.5 地域 SNS の課題
地域の情報交換、活性化のツールとして地域
SNS が注目され、運営主体も地方自治体、
人、企業、地方紙と多彩に展開されているが、い
くつかの課題も提示されるようになった。「ごろっ
とやっちろ」を立ち上げた八代市役所の小林隆志
は「地域という比較的狭い場所で運営している関
係上、地域のネタが枯渇化し、情報発信を行わな
い、または躊躇するケースが増えてきている」と
地域情報のマンネリ化を指摘する。
また、兵庫県の地域 SNS「ひょっこむ」を運営
するインフォミーム(株)の和崎宏は「ほどよい閉鎖
性を保つネットワークが、地域の枠を越えて連
携・協調することにより、都会だけでなく人口の
比較的少ない郡部においても地域固有のコミュニ
ティ活動を誘発しながら、まちを元気にする原動
力として役立てることができる」18
介に結ばれた地域 SNS がネット空
らに広い地域での情報交流に目が向けられる
になると分析する。つまり、“地縁”をベースにし
た地域内での情報交流から、さらに“知縁”を求
めることになり、地域外へ目が向けられるように
なる。本研究の地方紙が運営する地域
を越えて連携する SNS 構築の着眼点でもある。
地方紙が単独で運営する地域SNS
あげられるのが小人数のコミュニティの
る。【図】4-4 は佐賀新聞の「ひびの」のコミュニ
ティの構成人数である。
■「ひびのコミュニティの構成人数
17小林隆志『八代市の公設 SNS「ごろっとやっちろ」』、
ちづくり、2009年 10月号、P.71
18 和崎宏『ICT によるまちづくりツールの構築―地域
ょっこむ」の実践』、季刊まちづくり、2009
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全 508 コミュニティのうち、開設した会員だけ
でメンバーがいないコミュニティ、つまり参加者
人のコミュニティが 46、参加者
ュニティが 120 も存在し、4
ィが全体の 32.7%、つまり 3
ことになる。河北新報の「ふらっと」でも同様で
人以下のコミュニティが全体の
これでは友だち、仲間の参加を求めて開設した
コミュニティも参加者が数人
ぼつかない。価値観、興味の対象、趣味が多様化
した状況では、こういった極めて少人数のコミュ
ニティが林立するのは避けられず、地域
では望んだコミュニティが形成できない会員に対
して、地域を越えた連携は課題の解消につながる。
5. 地方紙連携 SNS の基本設計
前章まで、インターネット、特に
現したことによる既存のマスメディア、特に新聞
を取り巻く環境の変化、新聞の経営環境、ネット
ビジネスに対応しようとした新聞の試行錯誤など
について概観してきた。加えて地域メディアとし
ての地方紙と地域コミュニティ、さらには地域コ
ミュニティの活性化のツールとしての地域
ついて検討した。
本章では、地方紙が単独で運営する
地域を越えて連携する SNS に
称をつけ、その基本的なコンセプト、通信社－地
方紙のニュース素材の配信フォーマットである
NewsML の活用、運用形態、事業モデルにアプロ
ーチする。
5.1 基本コンセプト
(1)地方紙 SNS と Coop-SNS
既述したように本稿の執筆時点で、地方紙が運
営する地域 SNS は佐賀新聞、
と、招待制を採用する神奈川新聞の「カナココ」
特定コミュニティだけのSNS
の計 5 紙だけである。新たに参入する地方紙
が Coop-SNS に容易に参入できる
なレイヤーとして地方紙SNS
のとして設計する。
地方紙連携の「Coop-SNS」の初期の立ち上げ時
人
人
5~9人
21.1%
1
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人以下のコミュニテ
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、
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SNS
ように、構造的
の上層に位置するも
点では、まず先行導入している地方紙 SNS とのイ
ンターフェースを考慮する必要がある。同時に連
携部分のインターフェースを規定し、公開するこ
とでスムーズな新規参入が可能になる。設計に当
たっては柔軟で汎用的な技術を用いたインターフ
ェースであることが望ましい。また、地方紙の素
材管理システム、地方紙単独 SNS の内部設計にま
で影響を及ぼすインターフェースを規定すると、
単独 SNS の改修が必要になり、それぞれの SNS
の特色を削ぐ危険性などが考えられ、十分に留意
する必要がある。
(2) Coop-SNS はコミュニティ機能を中心に運営
一般的な地域SNSで流通する情報は、会員情報、
掲示板（イベント情報、自治体情報）、友だちのリ
スト、日記、日記の更新情報、コミュニティ一覧、
コミュニティの更新情報、コミュニティ内のコメ
ント、おすすめ情報、足あと、アクセスランキン
グ ――などである。地方紙 SNS では、これらに
加えて各新聞社のニュースサイトに掲載されたニ
ュースの一部が転載されている。Coop-SNS でも
各地方紙が取材したローカルニュースで、従来は
自社の紙面、ニュースサイトにのみ掲載されたニ
ュースについても、Coop-SNS 内で関心を引くと
考えられるニュースについては積極的に転載を行
い、コミュニティを活性化させる。
サイト内のコミュニティのジャンル、カテゴリ
ーについては、地域の社会的課題、第 1 次産業の
コミュニティ、ビジネス分野のコミュニティ、地
域コミュニティのほか、「遊び」「楽しみ」「グルメ」
といった一般SNSと同様のコミュニティも想定さ
れる。
地域の社会的な課題を地方紙が連携して解決し
た事例がある。1981 年に河北新報に届いたスパイ
クタイヤによる粉塵公害に関する投書をきっかけ
に仙台での地方紙、地域コミュニティ、行政など
が取り組んだ「脱スパイクタイヤ運動」が、北海
道新聞、信濃毎日新聞の地方紙にも広がり、スパ
イクタイヤの使用禁止につながった。
この 30 年前の地方紙、地域コミュニティが繋が
り、共に問題を解決に導いたと同様の連携が、イ
ンターネット空間でも可能になるのではないだろ
うか。
農業、水産業、畜産などの第 1 次産業のコミュ
ニティでは地方紙SNSが地域を越えて連携するこ
とによって、より SNS の特性を活かすことができ
る。農業を例にとると稲作や野菜作りの栽培方法
などに関して、その成功例が地方紙の記事、特に
地域面の話題として取り上げられることが多い。
こういった情報が紙面、地方紙 SNS 内部だけで完
結するのではなく、Coop-SNS での情報流通を契
機にコミュニティの誕生、情報共有、情報交換が
行われるようになると考えられる。
ビジネス分野のコミュニティでの情報交換は、
異業種交流を除いて同一業種では利害関係があり、
狭い範囲を対象とした地域SNSには馴染みにくい。
地域SNSの中では最も広範なエリアを対象とする
地方紙SNSでもビジネス分野のコミュニティはほ
とんど開設されていない。このジャンルでも地方
紙に掲載された記事が Coop-SNS で流通すること
によって、他地域の同一業種に携わる参加者との
交流のチャンスが生まれることになる。
Coop-SNS にも「遊び」「楽しみ」「グルメ」と
いったジョンルが欠かせない。日本では普及して
いないスポーツや、ファンの少ないミュージシャ
ンなどの情報交換を求めても地域コミュニティで
は一定数の参加者を集めることができない。こう
いった地方紙単独のSNSの弱点をカバーする狙い
からも必要なジャンル、カテゴリーと考えられる。
さらに新型インフルエンザの流行を例にとると、
運用サイドでタイムリーに新たなジャンル、カテ
ゴリーを設けて、情報の交換、共有の場を提供す
ることが重要だ。また、大規模災害時の Coop-SNS
が果たす役割を見据えて要件に加えておくべきだ
ろう。
(3) Coop-SNS 内のコミュニティに記者も参加
Coop-SNS では記者の関わりが重要なポイント
になる。次頁の【図】7-2 は参加地方紙の記者と
Coop-SNS 内のコミュニティとの関わりをイメー
ジした概略図である。
ジャンルによって分類されたカテゴリー内にコ
ミュニティが組織される。さらにコミュニティを
分類すると、組織された当初から記者が参加する
図のコミュニティ(A)と、記者が加わらず参加会員
だけで運営されるコミュニティ(B)の 2 つのタイプ
に分けることができる。さらにジャンルあるいは
カテゴリー単位で記者コミュニティを組織する。
記者コミュニティには参加する地方紙の記者が各
自の専門分野、取材対象を考慮して参加する。記
者の個人的な興味でコミュニティへの参加も妨げ
ない。
コミュニティ(A)は Coop-SNS の運営者の判断、
記者の呼びかけによって形成されるコミュニティ
である。地方紙 SNS でも「公認コミュニティ」「オ
フィシャルコミュニティ」と名付けられて組織さ
れているが、これに近いコミュニティと位置付け
られる。コミュニティ(B)は主に参加会員の呼びか
けによって形成されるコミュニティである。
記者コミュニティは必要と考えられるジャンル、
カテゴリー内に開設される。日常の取材に追われ
る記者に対して、単に参加を促すだけでは難しい。
記者にとってもインセンティブを感じさせる仕組
みを用意することも重要である。
コミュニティ(B)は既述したように参加会員のみ
で形成されるコミュニティだが、独自機能として
コミュニティから記者コミュニティへの参加を要
請できる機能を組み込むことによって、コミュニ
ティ内だけで流通、交換されていた情報がより広
がりを見せ、コミュニティ間の連携、新たな情報
として紙面での報道にもつながる。
地域情報化の先行研究19では地域コミュニティ
の新たなプラットホームを創成し、活性化するた
めの存在として「コネクタ」と呼ぶ人材の必要性
を指摘している。さらに研究ではコネクタの機能
を「地域間コネクト機能」「プラットホーム間コネ
クト機能」「プラットホーム内コネクト機能」に分
類している。本研究でのプラットホームは、地方
紙 SNS と Coop-SNS であり、記者はプラットホー
ム間、プラットホーム内のコネクタ役を務めるこ
とになる。
(4) 情報流通の可視化と
アクセス・コントロールへの留意
SNS は誕生当時の形態から様々に変化し、その
定義についても変化している。しかし、本来的に
は「利用者の日常の人間関係をネット上のサービ
ス内で可視化、共有し、利用者の情報の共有やコ
ミュニケーションの場を提供すサービス」と定義
付けられる。「友だちの関係」、そして「友だちの
友だちの関係」を可視化することによって「場」
に参加する参加者に新たな「つながり」が生まれ、
新しい情報を取得できる仕組みが、SNS サービス
が数百万人単位のユーザーに受け入れられた理由
である。
一般的には、情報流通の可視化とアクセス・コ
ントロールは相反する概念ととらえられる。しか
し、SNS で採用されているアクセス・コントロー
ルは従来の組織単位での情報管理的な手法ではな
く、プロフィールの各項目、日記、コメントとい
った多くの情報を内容によって発信者が公開範囲
を細かく設定できる機能を備えている。地域情報
化の研究者である丸田が「従来は、荒らしや個人
情報の流用などで安心して公開できなかった情報
も、信頼できる範囲を設定した上で情報公開や交
流ができるので、情報の公開や共有が大いに促進
できる」20と指摘するように、アクセス・コントロ
19 丸田一、國領二郎、公文俊平編著『地域情報化 認識と設計』、
NTT出版、2006年
20 丸田一『「場所」論』、NTT出版、2008年、P.144
■Coop-SNSでの記者の関わり 図5-1
ールが人間関係のネット上での可視化と共に SNS
の特性であり、それまでは停滞していた地域情報
化がSNSを有力なツールとして用いられて全国的
に拡大したのも、アクセス・コントロールの機能
によるところが大きい。
Coop-SNS でもアクセス・コントロールに関し
ては、一般 SNS や地方紙 SNS で実装されている
機能を検証し、さらに必要な機能の付加について
十分な検討を加える。ただ、Coop-SNS の運用に
関する情報や記者コミュニティでの情報交換など
については可能なかぎり透明性を高めることが、
健全で創造的な空間を維持していく上で何にもま
して重要であることは指摘するまでもない。
(5)信頼性の担保
地域SNSでは面識はなくても地縁による紐帯が
あり、一定の信頼性は担保されている。地方紙 SNS
でも「ひびの」「ふらっと」「アメリゴ.net」では実
名登録を求めているが、実在確認までは行ってい
ない。また招待制も採用されていない。ニュース
サイトで会員制を採用する地方紙では定期購読者
の登録の際に新聞販売店を通じて確認するシステ
ムを採用している例も見受けられるが、先行する 3
紙の地方紙 SNS は一般の地域 SNS と比較しても
会員登録のハードルは高くない。運用開始から 2
年あまりが経過しても入会時のハードルを変更し
ていないのは、問題になるような荒らしや会員間
の誹謗中傷などの深刻な問題が起こっていないか
らと考えられる。
それだけに Coop-SNS への参加は、各地方紙
SNS の会員を対象に募集を行い、地方紙 SNS の会
員であれば改めて個人情報などプロフィールの登
録、ID、パスワードの設定などを行わなくても一
定の信頼性を担保できるだろう。また、個人プロ
フィールに参加する地方紙SNS名を付加するとこ
とによって、サイト内での迷惑行為に対して若干
の抑止力が働くことにもなる。
また、ユーザーが地方紙 SNS、Coop-SNS の両
方の SNS を利用することを考慮して、同一 ID、
パスワードでの運用を可能にし、ログインの簡略
化、地方紙 SNS と Coop-SNS の遷移の利便性を高
めることが必要である。
5.2 NewsML の活用
NewsML は XML をベースに、国際新聞電気通
信評議会（IPTC）21で策定されたニュース素材を
通信社－新聞社間でデータ交換を行うための標準
フォーマットである。テキストだけでなく、写真、
動画、音声、グラフィックスなども扱えるよう考
慮されている。1999 年 9 月にロイター（現トムソ
ン・ロイター）通信から XML を用いる抜本的なア
イデアとして提案され、2000 年 10 月にNewsML
Ver1.0 ベータ版がリリースされた。
日本でも IPTCの動きに連動するように2000年
9 月に日本新聞協会技術委員会の下部組織として
新データフォーマット策定チームが発足、翌年の
2001 年 8 月には『日本新聞協会 NewsML ガイド
ライン・レベル１（NskNewsML:1）』がリリース
された。地方紙が加盟する共同通信でも、2003 年
12 月から加盟社への配信フォーマットとして採用
され、2009 年 3 月には加盟する全地方紙の対応が
完了した。NewsMLの構造は【図】5-2でCoop-SNS
でも NewsML の特性を活用する。
NewsML の構造は、大別すると 4 つの要素から
成り立っている。ルート要素である<NewsML>、
公開識別子を指定する<Catalog>に続いて、<Topic
Set>、<News Envelope>、<News Item>、<News
21 International Press Telecommunications Council
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Component>の 4 つの要素から成っている。Topic
Set 要素はNewsML 文書内で使用する要素や属性
の値、それらが持つ意味合いを規定した Topic の集
合体で、共通の用語集としての役割を果たしてい
る。要素に入力される値が本来、意図した用途と
は違う値がばらばらに入力されると完全なデータ
交換が保証されず、このリスクを回避するために
用意されたのが TopicSet で、NewsML では重要な
意味を持つ要素である。
NewsEnvelope 要素は、データの個別 ID、配信
時間、配信元、受信先などを記述する、いわば小
包の「送り状」にあたる要素である。News Item
要 素 に は <NewsManagement> 、 <News
Component>、<NewsIdentification>の各下位要
素が含まれている。NewsManagement には作成
日時、修正日時、リビジョン、緊急度などの要素
が含まれている。また、News Identification は配
信社、日付、配信社で管理されるニュース素材 ID、
リビジョンなどから成る世界で一意な識別子が与
えられる。
News Component にはニュース素材の本体が記
述され、同時にそれぞれのニュース素材に関する
権利データ、記述データ、管理データのメタデー
タ群が含まれている。
以上のような構造を持つ NewsML だが、
Coop-SNSではTopicSetとNewsComponent内の
記述データを活用して日常の運用の省力化を図る。
TopicSet には IPTC が定義したニュースの内容
を分類する大、中、小分類の計 1438 項目のサブジ
ェクトコードが記述されている。このうち共同通
信では 337 項目を使用し、NewsComponent 内の
記述データではサブジェクトコードによって記事
内容の分類が行われる。また、TopicSetn には日本
新聞協会が定義した都道府県市町村コードと
IPTC が定義した国・地域コードが規定されており、
これらのコードも記述データに含まれ、ニュース
内容の分類に加えて、発生場所、関連地域の情報
が提供される。
Coop-SNS 内の各コミュニティは地方紙が取材
したニュースを中心に、参加者、ニュースを取材
に関わった記者の参加によって運営されるだけに、
NewsML を活用して、コミュニティと関連するニ
ュースを同じ基準で、適切にコミュニティが属す
るジャンル、カテゴリーに向けて配信することが
重要だ。
共同通信では、これらのコードを記事の内容を
元にして自動分類するシステムを構築し、記述デ
ータにコードを付加している。同時に加盟社に対
しては『Web 経由自動分類サービス』22を提供して
いる。自動分類の精度を高めるためには人による
分類エンジンの整備が不可欠だが、共同通信では
常に選任の担当者がメンテナンスを行っており、
この分類エンジンを地方紙でもWeb経由で利用で
きる仕組みが用意されている。
このシステムを使用することによって、地方紙
が独自に取材した記事に対しても共同通信と同様
に、記事内容、地域情報のコードを自動的に付与
することができる。
また、各地方紙とも同じ分類エンジンを使用す
ることによって、分類精度のぶれが解消され、
Coop-SNS 側では分類情報を元にして、Coop-SNS
内のコミュニティに対して地方紙から配信された
ニュースを振り分けることが可能になる。
【表】5-3 は IPTC のサブジェクトコードの一例
である。
22 坪井裕三『Web経由の自動分類サービス』、新聞技術、2008
年Ⅱ（No.204）、日本新聞協会、P41-45
要素名 値
サブジェクト
コード
分 類
<Subject> 大分類 04000000 経済・産業
<SubjectMatter> 中分類 04001000 経済・産業 / 農林水産
<SubjectDetail> 小分類 04001001 経済・産業 / 農林水産 / 農業
04001002 経済・産業 / 農林水産 / 水産
04001003 経済・産業 / 農林水産 / 林業
04001004 経済・産業 / 農林水産 / 畜産
<Subject> 大分類 06000000 環境
<SubjectMatter> 中分類 06001000 環境 / エネルギー再利用
06002000 環境 / 環境保護
<SubjectDetail> 小分類 06002001 環境 / 環境保護 / 絶滅危惧種
06002002 環境 / 環境保護 / 生態系
<SubjectMatter> 中分類 06003000 環境 / 省エネ
06004000 環境 / 環境政策
06005000 環境 / 環境汚染
<SubjectDetail> 小分類 06005001 環境 / 環境汚染 / 大気汚染
■サブジェクトコードの例 【表】5-3
5.3 運用形態
Coop-SNS の運営主体は開設時に、先行する地
方紙SNSと新たに参入する新聞社で法人組織を立
ち上げるのが最善の策と考える。日常の運営形態
については、前項で示したように NewsML に含ま
れるサブジェクトコードと共同通信のWeb経由の
自動分類サービスを活用することによって、加盟
地方紙の日常的な運用の大部分は自社ニュースサ
イトへの記事配信の作業に包含され、新たな人員
確保の必要はない。しかし運営上、Coop-SNS と
会員、会員間などで問題が発生するのは避けられ
ず、そういった場合の対応に配慮しておくことも
重要だ。
事務局と参加新聞社の担当部門が緊密なコミュ
ニケーションが図れるシステムとして「ステル
ス・コミュニティ」の仕組みがある。一般ユーザ
ーには存在が見えず、運用者同士が実名で情報の
伝達、意見交換ができるコミュニティで、日常的
な運営を限られた要員でスムーズに行い、さらに
コミュニティでの情報交換から生まれた企画、話
題などを紙面にフィードバックする時など、この
ステルス・コミュニティを活用した関係者間の密
接なコミュニケーションが Coop-SNS の成否のカ
ギを握っている。
6. Coop-SNS の事業モデルと SGC の創出
6.1 加盟社数と会員数の目標
加盟社数の最終的な目標は40社以上を設定する。
Coop-SNS では、すでに地域 SNS を運営している
佐賀新聞、河北新報、新潟日報、神奈川新聞の 4
社に、特定のコミュニティで SNS を開設している
四国新聞の計 5 社に、初年度は新規に 10 社を加え
て 15 社でスタート。2 年目以降は毎年 10 社の増
加を見込み、3 年目に 35 社、4 年目には 40 社を越
える加盟社数を目標とする。
前章で既述したが、すでに基本的な技術的基盤
は整備されており、さらに設計段階から十分に技
術的な参入障壁を低くすることを考慮することに
よって、Coop-SNS に参加する地方紙の負担が軽
減できる。それだけに、目標よりも早いペースで
目標数を上回る加盟社数に達するとことも不可能
ではない。
また、県紙レベルの地方紙に限らず、和歌山県
の紀伊民報のように地域SNSの運営に実績を持つ
地域紙も存在することから、県紙レベルの地方紙
に限らず、北海道や沖縄で発行される地域紙の加
盟も十分に想定される。
会員数の目標設定は一般紙として最も早く地域
SNS を立ち上げた佐賀新聞の「ひびの」を参考に、
同紙の発行部数と会員数を基礎に想定した。佐賀
新聞の 2009 年 1 月～6 月の平均販売部数は約 14
万 1 千部で、地域 SNS「ひびの」の会員数は約 1
万人に達しており、発行部数に対する会員数の比
率は約 7.1%である。
一方、同期間の地方紙、ブロック紙の販売部数
の総計は約 1 千 8 百万部であり、佐賀新聞の比率
7.1%で換算すると、Coop-SNS では 127 万 8 千人
の会員数が見込まれることになる。発行部数の減
少は歯止めがきかず、今後も各社とも部数減にな
るのは避けられない状況であり、この数字を元に
した会員数の想定には不確定な要素も含まれる。
しかし、新聞社が運営する地域 SNS が各地に誕生
し、それらが連携する Coop-SNS が提供され、整
備されることによって、「7.1%」の比率が高くなる
可能性は十分にあり、少なくとも 4 年後には 100
万人、5 年目には 120 万人を越える会員数は達成
できると考えられる。
6.2 事業モデルへのアプローチ
地方紙が運営する地域 SNS は、地域に密着した
報道姿勢を貫いてきた地方紙が地域コミュニティ
との関係をより進化させるために設けた「場」で
ある。ニュースサイトのようにコンテンツを新聞
→読者という一方向に提供するのではなく、新聞
←→読者、地域コミュニティの双方向の情報流通
を実現し、ニュースを発掘、ジャーナリズムとし
て地域に貢献することが主目的である。それだけ
に地方紙が運営する地方紙単独 SNS、それらが連
携する Coop-SNS についても基本的には無料のサ
ービスとして読者や地域コミュニティに提供され
るべきである。
ただ、無料とした場合、運営コストをどのよう
に確保するのかが課題となる。少なくともシステ
ムのランニングコストが賄えて、なおかつ運営主
体となる事務局の人件費などの諸経費を収益とし
て確保する必要がある。
6.3 広告収入と SGM の創出
開設初年度からの収支に配慮した場合、最も容
易に収益を得ることができるのはSNSサイトへの
広告掲載である。Coop-SNS ではコミュニティ参
加者の属性にあった広告の掲載が可能になる。た
だ、これだけでは広告主には一般のウェブサイト
への広告出稿との差異化が図れない。そこで想定
できるのがコミュニティと関連する企業の広告集
稿である。
事例として挙げられるのが神奈川新聞の地域
SNS「カナココ」の園芸をテーマにしたコミュニ
ティと種苗会社とのタイアップ広告だ。このコミ
ュニティの参加者は 30 人余りだが、コミュニティ
内のトピックス欄にはコミュニティ参加者よる種
苗会社の実験農場の訪問記事が書き込まれている。
これらの書き込みの閲覧は参加者以外でも可能で、
このコミュニティが CGM23としての広告的価値を
生み出すことになり、このようなタイアップ広告
は収益モデルとして検討に値する。
次に Coop-SNS 内のコミュニティが十分に成熟
することによって、オープンソース・ソフトウェ
アの開発コミュニティのように一定の目標が定め
られ、集合知によって成果物が生み出されるよう
なるとの想定に立った収益モデルである。
インターネット上のコミュニティはどのような
発展過程をたどるのか。野島美保の著書24では、
SNS と MMO25を例に、インターネット上のコミュ
ニティの発展段階を 4 段階に分類し、最も成熟し
た第 4 段階では、コミュニティが組織化され、メ
ンバーの目的意識、権限、義務などが明確化され
るようになるとしている。
23 Consumer Generation Media(消費者生成メディア)
24 野島美保『人はなぜ形のないものを買うのか－仮想世界のビ
ジネスモデル』、NTT 出版、2008年、P.166
25 Massively Multiplayer Online (大規模多人数参加型オンラ
インゲーム）
また、クリス・アンダーソンの著書『フリー』26
では米国の心理学者であるアブラハム・マズロー
の「欲求段階説」を引用して、金銭的欲求を求め
ない無償労働に対する考察を行っている。欲求段
階説27とは 5 段階の一番下には、食べ物や水などの
生理的欲求があり、その上には安全の欲求、三段
目は愛と所属の欲求、四段目が承認の欲求で、最
上段が自己実現の欲求である。
アンダーソンは「同様の段階構造が情報にも
あてはまる。ひとたび基本的な知識や娯楽への欲
求が満たされると、私たちは自分の求めている知
識や娯楽についてより正確に把握できるようにな
り、その過程で自分自身のことや自分を動かして
いるものについてもっと学ぶことになる。それが
最後に私たちの多くを、受け身の消費者から、創
作に対する精神的報酬を求める能動的な作り手へ
と変えていく」28と見ている。
上記の考察を参考に Coop-SNS での収益モデル
として SGC(Solution Generated Community 解
決策創出コミュニティ）を提案する。Coop-SNS
内に生まれるコミュニティが、外部からの依頼に
応じてメンバーが解決策を論議し、その論議の内
容を可視化、提示することによって依頼者に成果
物として提供する。言い換えれば Coop-SNS に参
加するメンバーによるコンサルティング・サービ
スである。
従来のコンサルティング・ビジネスは主に企業
経営を対象に展開されているが、Coop-SNS で目
指すのは、コミュニティを形成するメンバーが持
つ技術や経験を基盤にして、個人や小規模ビジネ
ス向けに、問題解決への提案や助言を行うサービ
スである。
このサービスによる収益を目指した場合、依頼
主に対して満足な成果物を提供できるかどうかが
カギを握ることになる。コミュニティの成熟度と
参加メンバーのモチベーションをどう維持するか。
26 クリス・アンダーソン『フリー』、高橋則明訳、NHK 出版、
2009年
27 Abraham Harold Maslow『A Theory of Human
Motivation』、1943年
28 前出『フリー』、P.239
一般のコンサルティング・ビジネスのように受託
時に料金を設定し、メンバーには金銭的なインセ
ンティブを示すことで、一定水準以上の成果物を
引き出す仕組みも考えられる。しかし、料金設定、
配分方法など解消しなければならない課題が多く、
本来のコミュニティの意義を喪失することにもつ
ながりかねない。
そこで参考になるのがオープンソース・ソフト
ウェアでの「寄付」である。依頼主の満足度や、
小規模ビジネスであっても Coop-SNS のコミュニ
ティが提示した成果物が何らかの利益につながっ
た場合などに、強制力はなく、金額も問わない「マ
イクロ・ドネーション（少額寄付）」の仕組みを導
入する。
これによって得ることができた収益については、
Coop-SNS のメンバーに公表し、コミュニティご
とのランキングを示すことで参加者の自己充足の
欲求を満たすことにもつながる。収益はCoop-SNS
の維持、管理費用に充てることとし、会員には還
元しない。以上のビジネスモデルを提起する。
いずれにしろ Coop-SNS 内のコミュニティで多
くの成功事例を生みだすことができれば、地方紙
での報道などを通じて広報することも可能で、ソ
ーシャル・サービスとして社会的な認知を受ける
ことができるのではないだろうか。
7. おわりに
コンピュータによる新聞の技術革新は 1963 年
のアメリカ新聞発行者協会総会（全米新聞協会の
前身）で行われた経営コンサルタントのジョン・
ディーボルトの「10 年後にはコンピュータによっ
て、テレビ画面を見ながら紙面編集ができるよう
になる」という講演を契機に始まった。
日本では 1970 年代から 80 年代に新聞製作技術
に CTS29が導入されたが、その恩恵を被ることがで
きたのは 30 年あまりの短い期間だった。インター
ネット空間の出現によって「紙の新聞」は危機に
瀕している。もう一度、読者、地域に根ざした情
報発信に立ち戻る以外に再びジャーナリズムとし
29 Computerized Typesetting System
ての地位を取り戻すことはできない。
最後に、1970 年をはさんで在学した大学で僅か
な期間だったが授業を受けた鶴見俊輔の 1965 年
に刊行された著書30から一文を引用して本研究を
締めくくる。
『市民のなしうる記録活動全体の中にジャーナ
リズムの根を新しく見出すことに日本のジャーナ
リズムの復活の希望がある。』
□ □ □ □
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